










（ 続紙 １ ）                             

















































































（続紙 ２ ）                            
（論文審査の結果の要旨） 
グローバル化が進む中、国際的な人的交流も増大しており、その中で主権国家と
その領土内に居住する外国人の法的関係についても、理論的再考が迫られている。
本論文は、民主政の理念と国籍との結びつきに関する従来の憲法学の理論を詳細に
検討したうえで、それが前提としてきた同質的国民像を批判する思想潮流を参考
に、外国人に対する基本権保障のあり方を根本的に考え直そうとする、意欲的な試
みである。 
 本論文の最大の特徴は、従来の通説である権利性質説が、基本権を各種の権利に
分類し、それぞれについて外国人に保障されるかどうかを個別に検討するのに対
し、そのようなアプローチそのものが外国人の法的主体性を弱体化させることにつ
ながると批判し、この問題を基本権の体系的理解と関連させて論じる必要性を強調
する点にある。権利性質説が、外国人の人権論にこのような一種の視野狭窄状況を
もたらしたことは、否定しがたい。外国人に国家権力との関係でどのような法的地
位が認められるべきかという問題を、基本権の原理論的な視点から総体的に考察し
ようとするスケールの大きさの点で、本論文は特筆すべき価値を有する。 
また、本論文はより具体的に、ハーバーマスの討議理論に基づく公的自律と私的
自律の同根源性というテーゼに着目しつつ、政治的参加権と私的な自由権との相互
依存性の観点から、外国人への幅広い権利保障の必要性を説く。ハーバーマスの理
論自体はすでに知られているが、それを基本権論に応用する試みは少なく、本論文
はこの点でも学界に新たな視座をもたらすものである。さらに、本論文はハーバー
マスの主張をすべて肯定するのではなく、その理論的主張を一貫させれば、彼自身
の外国人の権利に関する論及について批判的検討の余地が生まれると指摘するな
ど、独自の理論的展開を含んでおり、この面でも高い学術的価値を認めることがで
きる。  
 ただ、外国人の政治的参加権の大幅な拡張を正当化するためには、検討が足りな
いと思われる点があるのも事実である。特に、グローバル化が進む中でも国籍とい
う法的地位が有する、あるいは有すべき意義についての検討が不十分であり、それ
ゆえ、外国人の居住国での権利が、その者が国籍国との関係で有する義務と衝突す
る場合の対処という、深刻な問題についての検討が欠けている。とはいえ、この不
十分さは、本論文の先駆性からしてやむを得ない面がある。また、著者も国籍概念
の検討が不十分であることは自覚しており、この点については今後の研究により補
われることが十分期待できる。 
 以上の理由により、本論文は博士（法学）の学位を授与するに相応しいものであ
り、かつ、学界の発展に資するところが大きく、特に優れた研究であると認められ
る。 
また、平成28年1月26日に調査委員3名が論文内容とそれに関連した試問を行った
結果合格と認めた。 
なお、本論文は、京都大学学位規程第14条第2項に該当するものと判断し、公表に際
しては、当該論文の全文に代えてその内容を要約したものとすることを認める。 
